
旭川市地域防災計画（案）に対する意見募集結果 

 

１ 意見募集期間 平成２７年５月２１日（木）から平成２７年６月２２日（月）まで 

 

２ 意見提出者  ２人 

※ 御意見につきましては，原文どおりとしていますが，一部読みやすくするため修正等を行っています。 

 

３ 御意見に対する市の考え 

№１ 

寄せられた御意見等 市の考え方 

 １ 地域防災計画とは＝・市民，自主防災組織等が中心と成って，「自らの

生命は自らが守る」，「自分達の街は自分達で守る」との考え方に基付き行動

することが重要とされています。・防災アセスメント基礎調査（平成２５年度）

において，旭川市に最も影響の有る地震とした，旭川市直下仮想地震（Ｍ６．

９）を想定地震としている。此の地震が発生すると市街地では震度６強の揺れ

が発生すると予測される。市の中心部では液状化発生の可能性が大きい（危険

性Ａ）と予測される。・市が作成し公表している洪水ハザードマップと同じ，

おおむね１００年から１５０年に１度発生する様な大雨を想定している。・地

震，風水害等の自然災害の他に航空機事故，列車事故，車両の衝突，危険物等

の爆発・炎上，大規模火災等に寄り，多数の死傷者の発生や生活に大きな影響

が及ぶ事を想定している。２ 平常時の備え＝・市は，北海道緊急輸送道路ネ

ットワークに寄り指定された幹線道路，橋りょう等の整備及び耐震化を国，道

に要請し，又，地震時に通行を確保すべき道路沿道建築物の耐震化を促進する

為，所有者に対し指導・助言を行う等の安全対策を推進する。橋りょうに付い

ては，「旭川市橋梁長寿命化修繕計画」に基づき，点検・修繕を進めます。・

道に寄って，土砂災害警戒区域，土石流危険渓流等の危険箇所が指定されてお

り，市は，土砂災害ハザードマップ等により，それらの危険性を周知する。特

に土砂災害危険区域に付いては，道と連携して要配慮者利用施設及び住民への

情報伝達，避難体制の整備等を行う。又，土砂災害特別警戒区域内の住宅の移

転促進等，法令に基づく対策を推進する。尚，災害を未然に防止する為，国，

道に急傾斜地崩壊防止工事，砂防工事等の促進を要請している。河川の増水等

に寄る洪水や浸水被害を防止又は軽減する為，国土交通省や道によって，一級

河川等の河川改修，排水機場の整備等の治水対策が行われている。市は，普通

河川等の改修整備を行っている。・市は大規模な災害が発生した場合を想定し

て，自衛隊，警察，各ライフライン機関が参加する総合防災訓練を実施してい

る。市民の方々は，此の訓練に参加することに寄り，災害時の実践的な行動力

御意見の内容につきましては，旭

川市地域防災計画（案）に沿って

いるものと考えます。今後も本市

の防災対策の推進に努めて参りま

す。 



を身に付けるとともに，地域の皆さんとのつながりを深めることが出来る。・

市は，指定避難所における避難生活を支援する為に，暖房，生活用水資機材等

を整備する。・市は，災害時の給水活動の為に給水用タンク車及び災害対策用

エンジンポンプを整備している。・本市には，観光施設や空港が有り，道内外

から多くの観光客や来訪者が訪れている。・市は，観光事業者，交通機関等と

連携し，観光客に配慮した対策を推進する。３ 震災への対応＝・大規模な災

害が発生した場合，災害対策基本法に基づき，市長は知事に対し自衛隊の災害

派遣要求をする。知事に要求出来無い時は，直接，自衛隊に災害状況の通知を

している。消防本部では，消防組織法や相互応援協定基付き，緊急消防援助隊

や他の消防機関の応援を要請する。・市長は，危険を防止する必要が有る場合

は，警戒区域を設定して，立入制限，立ち入り禁止，退去を命ずる事が有る。

市は，協定等で確保した食料・生活必需品，全国から寄せら得る救援物資は，

旭川市総合体育館等に集積する。ボランティア等の協力を得て管理し，指定避

難所等に配達します。大量の物資を管理する場合は，民間物流事業者の協力を

得て実施する。４ 風水害・雪害・火山災害への対応＝・市は，風水害，雪害，

火山災害に対し，次の様な体制を取る。５ 事故災害への対応＝・航空機事故，

列車の事故，道路構造物や車両の事故が発生した場合は，市は，事業者，警察，

道路管理者等と連携して，情報収集，被災者の救助，医療救護等を行う。６ 災

害復旧＝・市は，被災者に対し，各種の法令等に基付き，被災者台帳の作成，

安否情報の提供，税の減免，災害弔慰金の支給，災害援護資金の貸付，義援金

等の配分等の生活支援を行う。又，災害の状況に応じて，農林業者や中小企業

者への資金融資等，地域経済への支援を行う。・市は，大規模な災害後が発生

した場合は，市長を本部長とする「災害後復興本部」を設置し，「災害後復興

基本計画」を策定し災害復興事業を行う。７ その他について＝・東日本大震

災，阪神大震災，関東大震災後は，今から計画を立てて頂きたいと思う。・防

災に付いては，旭川市消防局の全区域に拡大したい。 

 

 

  



№２ 

寄せられた御意見等 市の考え方 

 【総則編】第５節 想定する災害 第１地震災害 １想定地震 総－１７ 

 想定される地震について、市街地直下に活断層がないと判断できない以上、

仮想地震を想定し、震度６強の揺れ（地震動）を予測することに対し理解をい

たします。 

 現在、内閣府の中央防災会議において、毎月１回程度で「日本海溝・千島海

溝沿いの巨大地震モデル検討会」が開催されています。この検討会は東日本大

震災を踏まえ、北海道太平洋沿岸で想定される５００年間隔地震を焦点に、こ

れまで想定している被害の見直しに着手するものです。 

これまでは、この地震で予測される巨大津波による被害を主に想定し内容を

公開していますが、今回の検討会は津波被害と地震動予測による被害も推計す

る内容となっています。つまり、北海道内陸部における地震動の公開もあり得

ることが考えられます。 

この５００年間隔地震による地震動の推計結果が公表されるのは年度末との

情報もあり、従って、この情報を今回改定させる地域防災計画に盛り込むこと

は出来ない状況ですが、今後の想定地震を考えるにあたり、この５００年間隔

地震についても注視して頂くことを望みます。 

 

【震災対策編】 第１章 災害予防計画  第１節 災害に強い都市づくり 

震－１ ■自助・共助の役割 住民 〇住家の耐震化に関すること。 

本年１月に開催された、地震防災セミナーin 旭川「大地震に備えた建築物の

耐震化」で講師の岡田先生（北海道大学院教授）が述べられた、家族を守るた

めの家庭で出来る防災マネジメント、住家の耐震化に加えた家具固定と住家内

における安全空間の確保が被害の減少効果が期待されることを受けて、「〇住

家の耐震化、家具固定と安全な空間確保に関すること。」をご提案いたします。 

 

【震災対策編】 第１章 災害予防計画  第３節 災害に強い組織・人の形

成  震－９ 第３ 防災訓練の実施  ■防災訓練の主な内容 

近年、避難所における運営に関する訓練が多数行われています。 

このことを踏まえ、円滑な避難者の受入れ、要配慮者の扱い、感染症対策、

支援物資の受け入れ態勢などを含めた「避難所運営訓練」も盛り込んでは如何

でしょうか。 

 

旭川市地域防災計画は，必要に

応じて修正を加えて参りますの

で，今後の参考とさせていただき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

御意見の「家具固定と安全な空

間確保」を追記いたします。また，

防災広報，防災講習等の機会を通

じて，これらの必要性を訴えて参

ります。 

 

 

 

御意見の「避難所運営訓練」を

追記いたします。 

今までも避難所運営につきまし

ては，災害対策本部運営訓練，炊

き出し訓練，避難訓練等に含めな

がら実施して参りましたが，今後

におきましても，その重要性に鑑



 

 

【震災対策編】 第２章 災害応急対策計画  第７節 避難  震－７４ 

第３ 避難所の運営 ■避難所運営担当者の役割 〇避難所運営委員会 

内閣府で公開している避難所運営マニュアル基本モデルを参考にすると、施

設の警備による防犯、危険個所への対応、施設利用場所の選定と利用計画の策

定などは、□枠にある・運営方法等の決定、・生活ルールの作成、に含まれて

いると解釈してよろしいでしょうか？また、ペットの取り扱いについても同様

と考えてよろしいでしょうか。運営委員会には傷病者・要援護者への対応、避

難者の健康状態の確認などの役割も求められますが、上述事項（警備防犯、ペ

ット）も含めて、可能であれば記載してはいかがでしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【風水害・雪害・火山災害対策編】 第２章 災害応急対策計画 第22節 火

山災害対策  風－８９ 第２ 降灰対策 

交通への影響を生じる場合の対策を主に記載されていますが、道路の清掃を

必要とする降灰の場合において、懸念される被害に健康への影響も考えられる

ように思います。 

独立行政法人 防災科学技術研究所で発行している「火山灰の健康影響」地

域住民のまめのしおり（http://vivaweb2.bosai.go.jp/ash/）を参考にすると、

呼吸器系への影響、目の症状、皮膚への刺激等も考えられるのではないでしょ

うか。合わせて、農業・林業への影響も考慮する必要があるかと思います。 

 

 

 

み，訓練を重ねて参ります。 

 

御意見のとおり、避難所運営に

あたっては，多くの役割がありま

す。また、それらは，時の要請に

よって、その役割が変化するとと

もに、増えていくものと考えてお

ります。 

「施設の警備による防犯、危険

個所への対応、施設利用場所の選

定と利用計画の策定、傷病者・要

援護者への対応、避難者の健康状

態の確認、警備防犯、ペット対策」

などは、御意見のとおり「運営方

法等の決定、・生活ルールの作成」

に含めて考えており、避難所運営

委員会、避難所に派遣されている

市職員が協議し、決めていく事項

と考えております。 

 

御意見のとおり，火山災害対策

の「第２ 降灰対策」の記載にあ

っては，交通対対策を主に記載し

ておりますが、降灰による健康被

害や農業等の事業被害に対して

は，それらの被害を未然に防ぐた

め，また，減らすために，気象庁

が発表する降灰予報等により市域

に降灰のおそれがある場合におい

て，降灰の予想，外出，健康被害

防止等の広報を行い，市民に注意

喚起するとともに情報提供に努め

て参ります。 

また，被害の状況等の情報を逐



次収集し，災害復旧等の対策を含

め迅速な対応をしていく考えであ

ります。 

 

 


